
 

北九州市監査公表第１１号 

平 成 １ ９ 年 ５ 月 １ 日 

  

北九州市監査委員  山 柿 勝 利  
同         大 津 雅 司   
同         城 戸 武 光  
同         山 田 征士郎  

 

 

地方自治法第１９９条第２項の規定により、監査を行ったので、同

条第９項の規定により、その結果を公表する。 

なお、この監査は、監査委員 山柿 勝利、同 大津 雅司、同 城

戸 武光、同 泊 正明（平成１９年３月１４日辞任）、同 山田 征

士郎（平成１９年３月１５日就任）により行った。 



 



目  次 

第１  監査の概要 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 3  

１  監査のテーマ ··········································· 3 

２  監 査の目的 ············································· 3 

３  監 査の対象 ············································· 3 

４  監 査の着眼点 ··········································· 3 

５  監 査の方法 ············································· 3 

６  監 査の期間 ············································· 4 

７  監 査の結果 ············································· 4 

第 ２  電子複写機の導入及び利用の実態 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 5  

１  本市における電子複写機導入の状況 ······················· 5 

（ １）電子複写機導入の状況 ······························· 5 

（ ２）本市の事務における複写業務の状況 ··················· 6 

（ ３）電子複写機１台当たりの稼動状況 ····················· 6 

２  電 子複写機の性能及び業界の状況 ························· 8 

（ １）電子複写機の性能の向上 ····························· 8 

（ ２）電子複写機に関する業界の状況 ······················· 8 

３  電 子複写機導入の際の契約手続 ·························· 10 

４  電 子複写機の導入に当たって実施されてきた取組 ·········· 11 

（ １）経済的な導入に向けた取組 ·························· 11 

（ ２）長期継続契約制度の導入 ···························· 12 

第 ３  経済性、効率性の観点からの導入に関する分析 · · · · · · · · · · · · · · · 1 5  

１  機能・性能、契約方法及び複写枚数と単価との関係 ········ 15 

（ １）複写機能・性能と単価との関係 ······················ 15 

（ ２）契約方法と単価との関係 ···························· 17 

（ ３）複写枚数と単価との関係 ···························· 22 

２  単 価決定に影響の大きい要素について ···················· 23 

３  経 費低減効果額の推計 ·································· 23 

（ １）集約契約の導入による効果 ·························· 24 

（ ２）競争入札を実施することによる効果 ·················· 25 

（ ３）まとめ ············································ 26 

第 ４  監査委員の意見 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 2 8  

１  電子複写機の導入に当たって目指すべき方向について ······ 28

1 



 

２  全市的に集約契約が実施されるまでの間の留意点について ·· 29 

（ １）競争入札の実施について ···························· 29 

（ ２）契約情報等を管理する支援組織の必要性について ······ 29 

３  全 市的な電子複写機導入の在り方を検討する体制について ·· 29 

４  そ の他の留意点 ········································ 30 

（ １）情報の保護に関する取扱いについて ·················· 30 

（ ２）本市環境施策との関係について ······················ 30 

第 ５  むすび · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 3 1

 

〔参考資料〕電子複写機契約実態調査票 ························ 32  

 

2 



 

第１  監査の概要  

１  監査のテーマ  

   電 子複写機の導入及び利用の実態について  

        

２  監 査の目的               

一 般行政事務に使用している事務用電子複写機（以下「電子複写

機」という。）について、各部局における導入及び利用の実態を調

査することにより、導入に係る契約上の問題点、課題等を把握し、

導入に係る費用を分析して、経済的、効率的な導入を図るため全市

的に取り組むべき方向を提案することを主な目的とした。  

     

３  監査の対象  

市の各部局において導入されている電子複写機  

なお、次のものについては、この監査の対象外とした。  

（１）水道局、交通局及び病院局に導入されている電子複写機  

（２）下記の事業所で使用されている電子複写機  

ア  市民センター  

イ  保育所等の福祉施設  

ウ  小・中学校、養護学校等の教育施設  

エ  指定管理者が管理する公の施設  

 

４  監 査の着眼点                      

経 済性、効率性の観点から、次のとおり着眼点を定め監査を行っ

た。  

（１）同等性能の機器について、他の部局の契約より高額となってい

ないか。  

（２）使用する機器が、必要以上の高性能の機種となっていないか。 

（３）契約方法は、競争性が発揮できるようになっているか。  

（４）事業所の機器をまとめて契約するなど、契約単位の集約による

スケールメリットが図られているか。  

（５）長期継続契約の方式により契約が行われているか。  

   

５  監査の方法   

電 子複写機を設置している関係各課に、監査に必要な資料の提出
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を求めるとともに、関係職員等から説明を聴取するなどの方法によ

り調査を行った。  

 

６  監 査の期間                       

 平 成１８年１０月６日から平成１９年３月２２日まで  

 

７  監査の結果  

電子複写機の導入に関する事務の執行は、おおむね適正に処理さ

れていた。  
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第２  電子複写機の導入及び利用の実態  

１  本市における電子複写機導入の状況  

（１）電子複写機導入の状況  

本市の事務に使用するために導入している電子複写機は、平成

１８年８月現在７７７台である（平成１８年８月財政局調べ）。  

今回の監査の目的は、利用実態がほぼ共通と考えられる組織に

おいて、電子複写機の導入に係る事務が経済的・効率的に執行さ

れているか考察するものである。  

なお、水道局、交通局、病院局、市民センター、保育所、小・

中学校、養護学校等の施設において使用されている電子複写機３

９５台（グラフ２参照）は、調査の対象から除き、一般行政部門

で使用されている３８２台（グラフ１参照：平成１７年度は３９

０台）を調査の対象とした。  

監査対象の３８２台の主な設置先は、保健福祉局９５台（２４．

９％）、総務市民局５５台（１４．４％）、消防局３４台（８．９％）、

教育委員会３０台（７．９％）などである（グラフ１参照）。  

 

設 置 先 は 、電 子 複 写 機 の 導 入 契 約 を 締 結 し て い る 契 約 主 管 局 ご と
に 整 理 し て お り 、 保 健 福 祉 局 、 総 務 市 民 局 及 び 財 政 局 に 係 る 台 数
に つ い て は 、 各 区 役 所 等 に 設 置 さ れ て い る も の を 含 ん で い る 。  

 

【 グラフ１】調査対象電子複写機の設置先  

 

【グラフ２】  

(参 考 )調 査 対 象 外 の 電 子 複 写 機  
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（２）本市の事務における複写業務の状況  

本市の事務においては、今回の調査対象機器によるものを含め

年間７，３７０万５，８９２枚の複写が行われている。また、そ

の複写業務に要する費用（機器リース料、枚数に応じた複写料、

メ ン テ ナ ン ス 費 用 な ど

関 連 費 用 を 含 む 。 以 下

「 複 写 費 用 」 と い う 。）

の総額は３億３，３７９

万８千円である（平成１

７年度）。  

平 成 １ １ 年 度 と 比 較

す る と 、 複 写 枚 数 は １ ，

００１万４，７１７枚増

加しているが、複写費用

の総額は７，６１７万８

千円減少している（表１参照）。  

<本 庁 舎 の 印 刷 室 >  

 
こ の 報 告 に お い て「 複 写 枚 数 」 と は 、電 子 複 写 機 が 印 刷 を 行 っ た
回 数 で あ り 、 実 際 に 印 刷 に 使 用 さ れ た 用 紙 の 枚 数 で は な い 。 両 面
複 写 の 場 合 、 使 用 さ れ る 用 紙 の 枚 数 は １ 枚 で も 、 複 写 枚 数 は ２ 枚
と 計 算 し て い る 。  

 

表 １  複写業務量の状況       

区  分  平 成 11 年 度  平 成 17 年 度  変 動 率 (％ ) 

台  数  664 台 769 台 117.3

複 写 枚 数  63,691, 17 5 枚 73,705, 89 2 枚 115.7

複 写 費 用  409,976 千 円 333,798 千 円 81.4

（ 注 ） 平 成 11 年 度 数 値 … 契 約 室 調 査  
    平 成 17 年 度 数 値 … 財 政 局 調 査  

 
 

（ ３）電子複写機１台当たりの稼動状況  

一般行政事務においては、すべての部局で書類等の複写を行う

業務があると考えられるが、それぞれの事務の内容や事務量、職

員数などにより、電子複写機１台当たりの稼動状況に大きな差が

認められる。  

監査の対象として調査した電子複写機（平成１７年度、３９０

台）の 1 台当たりの複写枚数は、少ないもので２，５４８枚／年
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（１０．４枚／日：年間２４５日稼動するものとして算出）、多

いもので１１２万６，７０３枚／年（４，５９８．８枚／日）と

大きな幅があり、その平均的な稼動状況は、１台当たり１４万７，

３９７枚／年（６０１．６枚／日）である（グラフ３参照）。  

また、事業所の類型別に見た電子複写機の稼動状況は、本庁舎

では 1 台当たり４１万８枚／年、区役所では８万８，１８９枚／

年、その他の事業所では９万３，６３７枚／年である（グラフ４

参照）。  

      

 【 グラフ３】電子複写機の稼動状況（１台当たりの年間複写枚数）  

(平 成 １ ７ 年 度 ) 
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 【 グラフ４】電子複写機１台当たりの稼動状況（事業所別）  

(平 成 １ ７ 年 度 ) 
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２  電子複写機の性能及び業界の状況  

（１）電子複写機の性能の向上  

電子複写機の性能の向上は著しく、従来から装備されているソ

ーター、両面複写、ステープルなどの印刷関連機能だけでなく、

ファクシミリ、ネットワークプリンター、スキャナーなどの通信

関連機能を、１台にすべて装備した統合複合機へと進化している。

その結果、スキャナー機能による文書の電子化や、文書管理シス

テムなど他のシステムとの連携が可能となっている。   

また、新たに環境対応機能として、パソコンとのネットワーク

機能として、２枚の原稿を出力時に１枚の１面に並べて印刷し、

４枚の原稿であれば、両面に２枚ずつを印刷する機能を持つなど、

使用する紙を減らす機能を装備している機種もある。  

 

（ ２）電子複写機に関する業界の状況  

電子複写機の業界については、現在、日本国内には１０社前後

のメーカーがあり、市場への供給台数から見た国内シェアは、上

位３社で約９割を占めるとされている。  

電 子 複 写 機 を ユ ー ザ ー に 供 給 す る 業 者 の 態 様 に つ い て 分 類 す

ると、電子複写機メーカーの販売部門として設立されたメーカー
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系業者と、メーカーとは資本的なつながりのない代理店型業者が

ある。北九州市内においては、少なくともメーカー系６社、代理

店型１０社以上が営業活動を行っている。  

ユーザーの導入方法は、機器を買い取って財産（備品）として

所有する方法と、賃貸借によりリースする方法があるが、賃貸借

による契約方式は、次の３類型のとおりである。  

 

メ ーカー系業者とユーザーとの契約（図１の①）は、電子複写

機の賃貸借契約を基本とし、賃貸借期間中の機器のメンテナンス

を内容とする保守契約を付加するというものである。  

次に、代理店型業者とユーザーとの契約（図１の②）は、機器

の賃貸借及びメンテナンスを内容とする契約を締結するもので、

メーカー系業者との契約と実質的な差異はない。しかし、代理店

型業者は基本的には機器の販売が主体であり、自社で機器のメン

テナンス業務を行っていないことから、この場合、その業務は別

途代理店型業者からメンテナンス業者に依頼して実施される。  

これに対し、メーカー系業者が複写機を代理店に販売し、当該

機 器 の 所 有 権 を 有 す る 代 理 店 が ユ ー ザ ー と の 賃 貸 借 契 約 に 基 づ

き電子複写機を賃貸する契約（図１の③）は、機器のメンテナン

スについて、ユーザーがメーカー系業者と保守契約を別に締結す

ることにより行われるという導入形態である。  

 

今 回調査を行った本市の電子複写機については、機器を買い取

るという導入方法はなく、電子複写機の賃貸借として、図１の①

又は②の契約方式により行われている。  
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 図 １  電子複写機の導入に関する契約の方式  

 

 

３  電子複写機導入の際の契約手続  

電子複写機導入に当たっては、まず各部局の事務内容、事務量

等に応じ、必要としている性能及び年間予定複写枚数などを精査

した後、仕様書を作成し、支出負担行為を行う。その後、「市物

品等供給契約の有資格業者名簿」に登載されている事務機器を取

り扱う業者の中から、指名競争入札の場合は業者を指名して入札

を行い、また、随意契約の場合は複数の業者から見積書を徴して

最も経済的な供給ができる業者と、契約を締結する方法により行

うものとされている。  

この業者の決定は、１枚当たりの複写に要する単価を比較する

ことにより行われている。  
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今回の監査の対象とした電子複写機の導入に当たって、契約内

容を調査したところ、次の点において留意すべき事項が認められ

た。  

 

電 子複写機の導入に関する契約書の作成に当たっては、1 枚当

たりの複写に要する単価に関する事項だけではなく、継続して機

器を使用するためのメンテナンスに関する事項、及び個人情報の

保護に関する事項について、特に明記しておくことが適当である。 

   契 約金額によっては、契約書を省略することができるという規

定（市契約規則第２４条）もあるが、これら重要な事項について

明記したものを作成しておくことが必要であることから、契約書

を作成しておく必要がある。  

なお、一部の部局において、年間契約に係る契約書を作成して

いないものが認められた。  

 

電 子複写機に係る経費の支出費目については、第１１節需用費

（その他需用費）により執行されているケースや、第１４節使用

料及び賃借料により執行されているケースが認められた。  

前者については、複写費用を消耗品（用紙）の購入として整理

しているものであるが、用紙の購入として支出負担行為を行うの

であれば、１件の予定金額が２０万円を超えるものは各部局にお

いては契約を行うことができず、契約室の所管となるものである

（市助役以下専決規程第３条）。  

後者については、賃貸借契約によるもので、予算の配当がなさ

れた各部局における契約となり、予定価格が８０万円を超えるも

のについては、原則として競争入札とすることと定められている

（市契約規則第１９条第３号）。  

「 電子複写機の借入れに関する契約」を締結している場合は、

物品の借入れを行っているものであることから、第１４節使用料

及び賃借料によって執行することが適当である。  

 
４  電子複写機の導入に当たって実施されてきた取組  

（１）経済的な導入に向けた取組  

電子複写機等の事務機器の経済的な導入については、平成１１

年度、「オフィス機器の利用に係る経費の削減」が検討され、契

11 



 

約に当たっての留意点が各局区室に通知された（下記資料参照）。 

これは、行財政改革の取組の一環として検討されたものであり、

平成１２年度から適用することとされたものである。具体的な方

策としては、複数の業者の競争により導入すること、部局等で台

数をまとめて契約することなどが示されている。  

今回の監査においても、それらの方策を導入しているものが数

多くあり、通知の効果をうかがうことができた。  

 

（ 資料）  

平 成 １ ２ 年 ３ 月 １ ６ 日

各 局 区 室 長 ほ か  宛  

契 約 室 長 名  

 

電 子 複 写 機 等 の 利 用 契 約 に つ い て （ 通 知 ）  

 

現 在 、 本 市 で は 、 行 財 政 改 革 の 一 環 と し て 、 プ ロ ジ ェ ク ト チ ー ム 方 式 に

よ り 「 オ フ ィ ス 機 器 の 利 用 に 係 る 経 費 の 削 減 」 を 検 討 し て い ま す が 、 電 子

複 写 機 等 の 新 年 度 の 利 用 契 約 の 締 結 に 当 た っ て は 、 下 記 の 点 に 留 意 し て 執

行 さ れ る よ う お 願 い し ま す 。  

記  

１  各 部 局 に お い て 必 要 最 小 限 の 機 能 を 有 す る 機 種 を 選 定 す る こ と 。  

２  選 定 機 種 の 仕 様 書 を 作 成 し 、 複 数 の 業 者 に 提 示 す る こ と 。  

３  地 方 自 治 法 や 北 九 州 市 契 約 規 則 等 の 規 定 に 基 づ き 、 複 数 の 業 者 に よ

る 競 争 入 札 又 は 見 積 競 争 を 行 う こ と 。  

４  仕 様 書 で 業 者 に 提 示 す る 項 目 に つ い て は 、 別 紙 （ 省 略 ） を 参 考 に す

る こ と 。  

５  部 局 等 で 、 で き る だ け 台 数 を ま と め て 契 約 す る よ う に 努 め る こ と 。  

 

（ ２）長期継続契約制度の導入  

地方自治法（以下「法」という。）によると、予算の執行は単年

度契約を原則としている。しかしながら、複数年度にわたる契約に

ついては例外として、長期継続契約が認められているが、その対象

は限定されている。  

この長期継続契約については、電気、ガス、水の供給及び電気通

信役務の提供を受ける契約が、地方公共団体の行政運営に当たり必

要不可欠なものであること、また、不動産を借りる契約についても

１年以内の短期間に限るのではなく、翌年度以降にわたって契約を

締結することができるとするのが合理的であることから、これらに

限って認められていた。  

しかしながら、平成１６年１１月１０日に施行された法及び地方
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自治法施行令の一部改正により、「翌年度以降にわたり物品を借り

入れ又は役務の提供を受ける契約で、その契約の性質上翌年度以降

にわたり契約を締結しなければ、当該契約に係る事務の取扱いに支

障を及ぼすようなもののうち、条例で定めるもの」についても認め

られるようになった。  

これらの改正は、情報機器の普及に伴い、パソコン、電子複写機

などＯＡ機器等のリース契約を対象に含めることを目的としたも

のである。  

本市においても、前記の法の改正を踏まえ、北九州市長期継続契

約を締結することができる契約を定める条例（平成１７年北九州市

条例第４９号）が制定された。  

長期継続契約の対象となる「物品を借り入れる契約」について同

条例では、「電子計算機の借入れに関する契約」、「電子複写機の借

入れに関する契約」、「その他の商慣習上複数年にわたり契約を締

結することが一般的な物品の借入れに関する契約」が規定されてお

り、「長期継続契約の契約期間」は原則５年以内とされている。  

同条例は、平成１７年１０月６日から施行されているので、同日

から長期継続契約の締結は可能となったが、事務機器等の実際の導

入は、年度当初からの年間契約が一般的であることから、実質的に

は平成１８年度から導入されている。  

 

 本 市において、平成１８年度に長期継続契約を導入した件数をみ

ると、全契約件数１４１件のうち、長期継続契約の件数は３１件で、

この契約により導入された電子複写機の台数は１２４台である（表

２参照）。  

 

こ の 報 告 に お け る 「 長 期 継 続 契 約 」 に は 、 法 第 ２ １ ４ 条 の 規 定 に
基 づ き 、 翌 年 度 以 降 の 契 約 に つ い て 、 予 算 で 債 務 負 担 行 為 と し て
定 め て 契 約 し た も の を 含 む 。  
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  表 ２  単年度契約と長期継続契約の契約件数及び電子複写機台数  

単 年 度 契約  長 期 継 続契 約  計  
区   分  契 約 件

数 (件 ) 
台 数
(台 ) 

契 約 件
数 (件 )

台 数
(台 ) 

契 約 件
数 (件 ) 

台 数
(台 ) 

平 成 １ ７年 度 142 389 1 1 1 4 3  3 9 0

平 成 １ ８年 度 110 258 3 1 1 2 4 1 4 1  3 8 2
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第３  経済性、効率性の観点からの導入に関する分析  

１  機能・性能、契約方法及び複写枚数と単価との関係  

経済性、効率性の観点から、電子複写機の導入が図られているか

どうかに関し検証するため、複写費用の大部分を占めるモノクロ複

写の 1 枚当たりの単価（平成１７年度実績）について、以下、電子

複写機の機能・性能、契約方法及び複写枚数との関係から分析する

こととする。  

な お、平成１７年度の調査対象電子複写機は３９０台であるが、

そのうち３台は、複写枚数にかかわらず料金が一定の定額制の契約

であるため、複写枚数が把握されていないので、残り３８７台のデ

ータを用いて検討を行った。  

 

「 1 枚 当 た り の 単 価 」 は 、 そ れ ぞ れ 複 写 費 用 を 複 写 枚 数 で 除 す る
こ と に よ り 算 出 し た 。  

 

 

（ １）複写機能・性能と単価との関係  

ア  カラー複写機能  

３８７台の電子複写機を、カラー複写機能の有無により分類

し、それぞれの機種の１枚当たりの平均単価を求めると、同機

能を持つ機種（以下「カラー兼用機」という。）とモノクロ複

写専用機種（以下「モノクロ専用機」という。）の平均単価は、

カラー兼用機が４．１１円、モノクロ専用機が２．７８円とな

っている（表３参照）。  

電子複写機 1 台ごとの複写単価については、複写枚数により

大きな差が生ずると思われ、また、モノクロ専用機の方がカラ

ー兼用機より平均単価が低いのは、機器そのものの機能が低い

ことからも当然のことと考えられる。  

なお、モノクロ専用機が、今回の調査対象とした電子複写機

の大半を占めているのは、各部局において事務執行上の必要性

に応じた電子複写機の機能を精査しており、不要な機能が付与

された機器の導入を行っていない結果であると思われる。  
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  表 ３  機種別平均単価             (平 成 １ ７ 年 度 ) 

区  分  
台 数
(台 ) 

年 間 複 写 費 用
(円 )

年 間 複 写 枚 数
(枚 )

平 均 単 価  
  (円 ) 

単 価 の
差  

カ ラ ー  
兼 用 機  

82 27,7 4 3 , 95 2 6 , 7 4 3 , 3 71 4 . 1 1  

モ ノ ク ロ  
専 用 機  

305 133 , 0 9 9 ,8 5 2 4 7 , 7 9 4 , 93 5 2 . 7 8  

1 . 3 3
円

 

イ  複写速度の性能  

複 写 速度の性能を低速機（毎分４０枚未満）、中速機（毎分

４０枚以上６０枚未満）及び高速機（毎分６０枚以上）に分類

し、それぞれの平均単価をみると、低速機５．９５円、中速機

３．０１円、高速機２．３５円となっており、高速の機種ほど

単価が低くなるという傾向が認められた（表４参照）。  

一般的には、複写速度が高速になるほど高機能であることか

ら機器そのものの価格が高くなり、１枚当たりの単価もそれに

応じて高くなると考えられるが、今回調査した結果ではそれと

は逆の傾向を示している。  

この原因は、次のように考えられる。  

複写速度の性能別に分類したそれぞれの機種の 1 台当たりの

年間複写枚数をみると、低速機が３万６，５６２枚、中速機が

１１万７，３９２枚、高速機が３８万６，８３５枚となってい

る。  

高速機を導入する目的は、大量枚数の複写を必要とするため

であることから、高速の機種ほど電子複写機 1 台当たりの複写

枚数も多くなっている。  

したがって、 1 枚当たりの単価が低くなっていると推測され

（機器そのものの価格が同じ場合、 1 枚当たりの単価は複写枚

数が多いほど低くなるためである。後記（３）で詳述する。）、

複写速度に関する機器の性能自体は、 1 枚当たりの単価を決定

する主たる要因とはなっていないと考えられる。  
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   表 ４  複写速度の性能別平均単価        (平 成 １ ７ 年 度 ) 

台  数  年 間 複 写費 用  年 間 複 写枚 数  
１ 台 当 た
り の 複 写
枚 数  

平 均 単
価  区 分  

(台 )  (円 ) (枚 )  (枚 )  (円 )

低 速 機  174 37, 8 7 6 , 12 0 6 , 3 6 1 , 7 47 3 6 , 5 6 2 5 . 9 5

中 速 機  127 44, 8 3 1 , 14 7 1 4 , 9 0 8 , 72 5 1 1 7 , 3 9 2 3 . 0 1

高 速 機  86 78,1 3 6 , 53 8 3 3 , 2 6 7 , 83 4 3 8 6 , 8 3 5 2 . 3 5

計  387 16 0 , 8 4 3 ,8 0 4 5 4 , 5 3 8 , 30 6 1 4 0 , 9 2 6 2 . 9 5

 

ウ  そ の他の付属機能  

電 子 複写機の付属機能に関しては、以上のほか①ソーター、

両面複写、ステープルなどの印刷関連機能、②ファクシミリ、

ネットワークプリンター、スキャナーなどの通信関連機能、③

省電力などの環境対応機能の３機能の有無により分類し、それ

ぞれの機能と単価との関係について調査を行った。  

まず、①印刷関連機能及び③環境対応機能に関しては、ほと

んどの機器に標準的に装備されており、装備されていない機器

の数が極めて少ないため、この機能の有無による単価の比較は

できなかった。  

次に、②通信関連機能に関しては、各電子複写機ごとに装備

されている機能の組合せが様々であり、比較に当たって単独の

機能に着目して比較できるサンプルが少なかったこと、及び複

写 枚 数 に よ り 単 価 が 決 定 さ れ て い る 要 素 が 大 き い の で は な い

かと考えられることから、通信関連機能についても、一つひと

つの機能の有無による単価の差と考えられるものはなかった。 

 

（ ２）契約方法と単価との関係  

ア  競争入札と随意契約  

契約方法については、法及び市契約規則等に基づき、①一般

競争入札、②地方公共団体が指名した複数の業者の競争入札に

よ る 指 名 競 争 入 札 及 び ③ 複 数 の 業 者 の 見 積 り を 比 較 し て 契 約

の相手方を決定する随意契約の方法があり、価格面においては、

①一般競争入札、②指名競争入札、③随意契約の順に競争性は

低くなるといわれている。  

今回の監査対象とした電子複写機の導入に関しては、一般競
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争入札による契約方法により行っているものはなく、すべて指

名競争入札又は随意契約の方法により行っている。契約方法の

内訳は、表５により明らかなように、電子複写機台数の８５．

５％が、また年間複写枚数の７４．７％が随意契約により導入

した電子複写機によるものである。  

 

   表 ５  随意契約、指名競争入札別 1 台当たりの複写枚数  

(平 成 １ ７ 年 度 ) 

契 約 区 分  台  数  年 間 複 写枚 数  
1 台 当 た り の
複 写 枚 数  

随 意 契 約  331 台  85.5％ 40,733, 10 2 枚  74.7％  123,06 1 枚

指 名 競 争入 札  56 台  14.5％ 13,805, 20 4 枚  25.3％  246,52 2 枚

計  387 台  100％ 54,538,30 6 枚  100％  140,926 枚

 

こ こでは、随意契約と指名競争入札の平均単価の相違について

分析した。  

その結果、随意契約の単価は３．０７円、指名競争入札の単価

は１．７１円で、その間には１．３６円という大きな差があった

（表６参照）。  

 

集 約 契 約 と 単 独 契 約 に よ る 単 価 差 の 影 響 （ 後 記 イ 参 照 ） を 排 除
す る た め 、 サ ン プ ル 数 が 多 い 集 約 契 約 と い う 同 一 条 件 の も と に 、
比 較 を 行 っ た 。  

 

 

表 ６  随意契約、指名競争入札別平均単価    (平 成 １ ７ 年 度 ) 

台 数  
年 間 複 写 費
用    

年 間 複 写枚
数    

1 台 当 た
り の 複
写 枚 数  

平 均
単 価

単 価
の 差区   分  

(台 ) (円 ) (枚 ) （ 枚 ) (円 )

随 意 契 約  
（ 集 約 契 約 分 ） 

240 108 , 4 6 4 ,6 9 1 3 5 , 3 2 8 , 15 1 1 4 7 , 2 0 1  3 . 0 7

指 名 競 争入 札  
（ 集 約 契 約 分 ） 

55 23,5 5 0 , 78 3 1 3 , 8 0 0 , 10 8 2 5 0 , 9 1 1  1 . 7 1

1 . 3 6
円

 

イ  集約契約と単独契約  

（ア）集約契約の状況  
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前述のとおり、平成１２年３月１６日の契約室長通知にお

いては、「部局等で、できるだけ台数をまとめて契約するよう

に努めること」とされ、その促進が各部局に求められた。  

このように一定台数を一括して契約し、経済的な導入を図

ろうとする契約形態（以下「集約契約」という。）は、調査の

結果多くの部局で導入されていることが認められた。  

具体的には、①総務市民局と広報室において代表課が同一

フロア設置分について組織を越えて契約しているもの、及び

建設局、建築都市局など本庁舎内の部局において総務担当課

が一括して電子複写機の契約を行っているもの、②各区役所

の市民課に設置する電子複写機を総務市民局区政課が、また

各区役所の課税課・納税課に設置する電子複写機を財政局税

制課がそれぞれ一括して契約を行うなど、業務所管ごとに集

約契約をしているものが認められた（図２参照）。  

平成１７年度に設置されていた３９０台をみると、集約契

約によるものは、全体の４分の３に達しているが、そのうち

の３分の１は、本庁の業務所管課が７区役所の関係課設置分

について一括契約を行っている。  
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（イ）単価比較  

集約契約についての単価面における効果をみるため、電子

複写機 1 台ごとの契約（以下「単独契約」という。）の場合と、

２台以上をまとめて導入する集約契約の場合について、それ

ぞれの平均単価を比較した。  

その結果、単独契約の平均単価は５．３３円、集約契約の

平均単価は３．０７円で、その間に２．２６円という大きな

差がみられた（表７参照）。  

集約契約の場合は、１契約当たりの契約台数が多いことか

ら、導入のスケールメリットにより、 1 枚当たりの単価が低

下しているためと考えられる。  

 
こ の 場 合 、随 意 契 約 と 競 争 入 札 と の 単 価 差 の 影 響 を 排 除 す る た め 、
契 約 方 法 で 多 数 を 占 め る 随 意 契 約 （ 前 記 ア 参 照 ） の 数 値 に よ り 、
同 一 条 件 の も と で 単 独 契 約 と 集 約 契 約 を 比 較 し た 。  

 

 

（ ウ）設置場所が同一建物の場合と複数の建物の場合の単価  

同じ集約契約の場合であっても、例えば７区役所に設置す

る電子複写機を、本庁の業務所管課が一括して契約する場合

（図２の②参照）のように設置する建物が複数の場合と、設

置する建物が同一の場合（図２の①参照、同一敷地内の場合

を含む。）とでは、それぞれの単価の間に差が認められた。  

表７において明らかなように、複数の建物に設置する場合

の平均単価は３．６６円、同一建物の場合の平均単価は２．

８７円となっており、単独契約の平均単価である５．３３円

との差はそれぞれ１．６７円と２．４６円である。  

このように、単独契約より集約契約の方が、さらに集約契

約の中でも、複数の建物に設置する場合より同一建物に設置

する場合の方がより低価格となる傾向が認められた（表７参

照）。  

また、設置する建物数との関係で、平均単価に差が生ずる

のは、 1 枚当たりの単価に、電子複写機の保守点検費用が含

まれていることが原因と考えられる。設置する建物が一箇所

に集中している場合ほど、保守点検業務を効率的に行うこと

ができるため、単価が低くなり、１件の契約に定める電子複
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写機の設置箇所が多いほど平均単価が高くなることからも、

この傾向が裏付けられる（表８参照）。  

 

   表 ７  単独契約、集約契約別の平均単価     (平 成 １ ７ 年 度 ) 

台 数  
年 間 複 写 費
用  

年 間 複 写 枚
数  

１ 台 当 た り  
の 複 写 枚 数  

平 均 単
価  区   分  

(台 ) (円 ) (枚 ) (枚 ) (円 )

単 独 契 約  
（ 随 意 契 約 分 ） 

91  2 8 , 7 9 2 , 4 5 5 5 , 4 0 4 , 9 5 1 5 9 , 3 9 5  5 . 3 3

集 約 契 約  
（ 随 意 契 約 分 ） 

24 0  1 0 8 , 4 6 4 , 6 9 1 3 5 , 3 2 8 , 1 5 1 1 4 7 , 2 0 1  3 . 0 7

 
複 数 の 建
物 に 設 置

130  3 2 , 8 9 4 , 0 5 4 8 , 9 7 6 , 8 8 1 6 9 , 0 5 3  3 . 6 6

 
同 一 建 物
に 設 置  

11 0  7 5 , 5 7 0 , 6 3 6 2 6 , 3 5 1 , 2 7 0 2 3 9 , 5 5 7  2 . 8 7

計  3 3 1  1 3 7 , 2 5 7 , 1 4 6 4 0 , 7 3 3 , 1 0 2
 

1 2 3 , 0 6 1  
 

3 . 3 7

 

   表 ８  集約契約の場合の電子複写機設置建物数別の平均単価  

(平 成 １ ７ 年 度 ) 

設 置 す る 建 物 数  
台  数
(台 ) 

年 間 複 写 費 用
(円 )

年 間 複 写 枚 数
(枚 ) 

平 均 単 価
(円 )

２ ０ 箇 所以 上  21 2,14 5 , 5 27 2 9 7 , 0 6 1  7 . 2 2  

１ ０ 箇 所以 上
２ ０ 箇 所未 満  

33 8,14 1 , 2 64 1 , 1 4 7 , 9 68  7 . 0 9  

１ ０ 箇 所未 満  93 28,3 7 5 , 11 0 1 0 , 1 9 6 , 52 1  2 . 7 8  

計  147 38 , 6 6 1 , 90 1 1 1 , 6 4 1 , 55 0  3 . 3 2  

 

ウ  長 期継続契約と単年度契約  

契約年数に着目して契約方法を分類すると、単年度契約（当

該年度内に終了する契約）と長期継続契約（翌年度以降複数年

にわたる契約）とがあり、両者の契約方式の相違により単価が

どう違うかについて比較を行った。  

なお、長期継続契約については、本市においては平成１８年

度から実質的に可能となったことから、平成１８年度に長期継

続契約を導入したケースについての平均単価と比較を行った。 

その結果、複写枚数の多寡の影響もあると考えられるが、平

成１７年度の単年度契約の平均単価は２．４３円、平成１８年

度の長期継続契約の平均単価は１．９９円で、その差は０．４
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４円となっている（表９参照）。  

 

   表 ９  単年度契約から長期継続契約に変更した場合の平均単価  

台 数  
年 間 複 写 費
用  

年 間 複 写 枚
数  

1 台 当 た
り の 複 写
枚 数  

平 均
単 価  

単 価 の
差  区  分  

(台 ) (円 ) (枚 )  (枚 ) (円 )
単 年 度 契約
（ 平 成 １７
年 度 実 績）  

129 62, 4 8 2 , 09 3 2 5 , 7 2 4 , 18 1 1 9 9 , 4 1 2  2 . 4 3

長 期 継 続契
約 （ 平 成１
８ 年 度 予
定 ）  

122 61, 9 4 5 , 72 9 3 1 , 0 7 9 , 86 1 2 5 4 , 7 5 2  1 . 9 9  

0 . 4 4 円

 

こ のように長期継続契約にも、平均単価の低減に関し一定の

効果が認められる。  

しかし、平成１８年度から長期継続契約を導入したケースは、

す べ て 随 意 契 約 か ら 競 争 入 札 へ の 契 約 方 法 の 変 更 を 伴 っ て い

るものであるため、上記の単価低減効果には競争入札による低

減効果が含まれていると考えられる。   

し た が って、長期継続契約の導入による単価の低減効果は、

単独では大きなものではないが、この方式の導入により、随意

契約から競争入札へと契約方法が変わることにより、間接的な

効果が期待できるということができる。  

 

（ ３）複写枚数と単価との関係  

電子複写機１台当たりの年間複写枚数に着目し、年間複写枚数

を一定枚数ごとに区分して平均単価をみると、複写枚数が 1 万枚

未満の場合の単価が 1 枚当たり１２．９８円であるのに対し、同

じく１００万枚以上では１．５７円と大きな差がある。複写枚数

が多くなれば単価が低くなるという関係が顕著に表れている（表

１０参照）。  

電子複写機を納入した業者にとっては、電子複写機に係る総コ

ストを回収するためには、複写枚数が多ければ単価を安く設定し

ても、総額において回収が可能なことから当然のことと考えられ

るが、単価の差の大きさからみても、単価を決定する一番大きな

要素は、複写枚数であるということがいえる。  
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   表 １０  複写枚数別平均単価          (平 成 １ ７ 年 度 ) 

台  数 年 間 複 写費 用  年 間 複 写枚 数  平 均 単 価１ 台 当 たり の  
複 写 枚 数  (台 ) (円 ) (枚 ) (円 )

１ 万 枚 未満  18 1,045 , 9 77 8 0 , 5 5 5  1 2 . 9 8  

１ 万 枚 以上  
５ 万 枚 未満  

141 24,9 5 6 , 72 2 3 , 5 5 7 , 9 35  7 . 0 1  

５ 万 枚 以上  
10 万 枚 未 満  

67 19,22 2 , 00 5 4 , 2 2 7 , 7 95  4 . 5 5  

1 0 万 枚 以 上  
15 万 枚 未 満  

51 18,00 9 , 72 3 5 , 6 3 8 , 5 19  3 . 1 9  

1 5 万 枚 以 上  
20 万 枚 未 満  

37 18,31 5 , 43 8 5 , 4 6 3 , 3 47  3 . 3 5  

2 0 万 枚 以 上  
25 万 枚 未 満  

12 5,643 , 0 27 2 , 5 7 3 , 0 07  2 . 1 9  

2 5 万 枚 以 上  
30 万 枚 未 満  

8 4,948, 1 66 2 , 1 4 8 , 8 65  2 . 3 0  

3 0 万 枚 以 上  
50 万 枚 未 満  

31 25,57 9 , 93 5 1 2 , 3 8 3 , 71 2  2 . 0 7  

5 0 万 枚 以 上  
100 万 枚 未 満  

21 41,34 8 , 25 4 1 7 , 3 3 7 , 86 8  2 . 3 8  

1 0 0 万 枚 以 上  1 1,774, 5 57 1 , 1 2 6 , 7 03  1 . 5 7  

計  387 160 , 8 4 3 ,8 0 4 5 4 , 5 3 8 , 30 6  2 . 9 5  

 

２  単 価決定に影響の大きい要素について  

以上の分析の結果、単価への影響が比較的大きく認められたのは、 

①（３）１台当たりの複写枚数、  

②（２－ア）競争入札、  

③（２－イ）集約契約の３点であった。  

た だ、（３）１台当たりの複写枚数の影響が大きいのは、複写費

用 を 複 写 枚 数 で 除 し た 数 字 が 単 価 と な る と い う 基 本 的 な 価 格 の 構

造からすれば、当然の結果ということができる。  

したがって、複写枚数に関連して単価を低減化する方策としては、

電子複写機を集約し、台数の削減により１台当たりの複写枚数を増

加させる方法が考えられるが、これについては、複写に要する時間

等他の要素とも大きく関係しており、事業所の場所、レイアウト、

人員の配置など他の要素の影響が大きいことから、この監査では検

討の対象としていない。  

 

３  経費低減効果額の推計  

以上のことから、平成１７年度の執行実績をベースに、単価の決
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定に関して影響が大きい要素は、①複数台を一括して契約する集約

契約と②競争入札の実施という契約方法の変更である。これらの方

式により導入した場合においては、どのような経済効果がみられる

かという点について推計してみる。  

 

（１）集約契約の導入による効果  

現在、 1 台ごとに契約を締結している単独契約分を、複数台を

一 括 し て 契 約 す る 集 約 契 約 に 変 更 す る こ と に よ る 経 費 の 低 減 効

果は、表７の単独契約の平均単価と、集約契約のうち、複数の建

物の場合の平均単価を比較することにより推計することとする。

これは、現在単独契約を行っている箇所は、半数以上が独立した

事業所であり、これを集約契約として整理する場合は、複数の建

物に設置するケースに該当することとなるからである。  

このことから、単独契約の場合の平均単価５．３３円と、複数

の建物に設置する場合の集約契約の平均単価３．６６円との差で

ある１．６７円を用いる。  

この平均単価の差により経費の低減効果の試算を行うと、集約

契約による平均単価低減額１．６７円に、平成１７年度における

単 独 契 約 に 係 る 電 子 複 写 機 ９ ２ 台 分 の 複 写 枚 数 ５ ４ １ 万 ４ ７ 枚

を 乗 じ た 額 、 約 ９ ０ ３ 万 円 が 低 減 効 果 額 と 推 計 で き る （ 図 ３ の

（１）参照）。  

 

   ＜ 再掲＞  

表７  単独契約、集約契約別の平均単価     (平 成 １ ７ 年 度 ) 

台 数  
年 間 複 写 費
用    

年 間 複 写 枚
数    

１ 台 当 た り  
の 複 写 枚 数  

平 均 単
価  区   分  

(台 ) (円 ) (枚 ) (枚 ) (円 )

単 独 契 約  
（ 随 意 契 約 分 ） 

91  2 8 , 7 9 2 , 4 5 5 5 , 4 0 4 , 9 5 1 5 9 , 3 9 5  5 . 3 3  

集 約 契 約  
（ 随 意 契 約 分 ） 

24 0  1 0 8 , 4 6 4 , 6 9 1 3 5 , 3 2 8 , 1 5 1 1 4 7 , 2 0 1  3 . 0 7

 
複 数 の 建
物 に 設 置

130  3 2 , 8 9 4 , 0 5 4 8 , 9 7 6 , 8 8 1 6 9 , 0 5 3  3 . 6 6

 
同 一 建 物
に 設 置  

11 0  7 5 , 5 7 0 , 6 3 6 2 6 , 3 5 1 , 2 7 0 2 3 9 , 5 5 7  2 . 8 7

計  3 3 1  1 3 7 , 2 5 7 , 1 4 6 4 0 , 7 3 3 , 1 0 2
 

1 2 3 , 0 6 1  
 

3 . 3 7
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（２）競争入札を実施することによる効果  

次に、随意契約により導入している３３１台（表７参照）につ

いて、競争入札を行った場合の低減効果について推計する。  

表６によると、この場合の単価の差は１．３６円となっている。 

しかし、それぞれの「１台当たりの複写枚数」は、１４万７千

枚と２５万枚で、大きな差がある。単価については、前述（１の

（３））のとおり、「１台当たりの複写枚数」が大きな影響を及ぼ

すことから、表１０の複写枚数別平均単価をもとに、その平均単

価の間の比率を用いて、この影響額を調整することとする。  

 

＜ 再掲＞  

表６  随意契約、指名競争入札別平均単価（集約契約分）  

(平 成 １ ７ 年 度 ) 

台 数  
年 間 複 写 費
用    

年 間 複 写枚
数    

1 台 当 た
り の 複
写 枚 数  

平 均
単 価

単 価
の 差区   分  

(台 ) (円 ) (枚 ) (枚 ) (円 )

随 意 契 約  
（ 集 約 契 約 分 ） 

240 108 , 4 6 4 ,6 9 1 3 5 , 3 2 8 , 15 1 1 4 7 , 2 0 1  3 . 0 7

指 名 競 争入 札  
（ 集 約 契 約 分 ） 

55 23,5 5 0 , 78 3 1 3 , 8 0 0 , 10 8 2 5 0 , 9 1 1  1 . 7 1

1 . 3 6
円

 

表 １０（抜粋）は１台当たりの複写枚数別に平均単価を示したも

ので、表６の随意契約１４７，２０１枚は「１０万枚以上１５万枚

未満」の欄、指名競争入札２５０，９１１枚は「２５万枚以上３０

万枚未満」の欄に該当する。  

両 者を比較すると、「１０万枚以上１５万枚未満」は「２５万枚

以上３０万枚未満」に比べ、平均単価が１．３９倍高くなっている。  

したがって、この複写枚数による要素を調整すれば、指名競争入

札における単価１．７１円は１．３９倍の２．３７円と考えること

ができる。1 台当たりの複写枚数の要素を調整した後の単価の差は、

この２．３７円と表６の随意契約単価３．０７円との差である０．

７０円と推計できる。  
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   表 １０（抜粋）  複写枚数別平均単価      (平 成 １ ７ 年 度 ) 

１ 台 当 たり の  
複 写 枚 数  

年 間 複 写 費 用
(円 )

年 間 複 写 枚 数
(枚 )

平 均 単 価
(円 ) 

平 均 単 価 の
差 の 比 率  

10 万 枚 以 上  
15 万 枚 未 満  

18,009, 72 3 5 , 6 3 8 , 5 19 3 . 1 9  

2 5 万 枚 以 上  
30 万 枚 未 満  

4,948,1 66 2 , 1 4 8 , 8 65 2 . 3 0  
1 . 3 9 倍

 

1 台 当たりの複写枚数の要素を調整した数値をもとに、現在行

っている随意契約方式を、指名競争入札方式に変更した場合の経

費低減額について試算を行うと、指名競争入札の実施による平均

単価低減額（随意契約と指名競争入札との１枚当たりの平均単価

の差）０．７０円に随意契約に係る複写枚数４，０７３万３，１

０２枚を乗じた額、約２，８５１万円が低減効果額と推計できる

（図３の（２）参照）。  

 

（３）まとめ  

以上 (１ )及び（２）のそれぞれの推計に当たっては、現行（平

成１７年度）の電子複写機の機能、台数及び配置箇所という条件

を変更することなく行った。  

経費低減額は、契約方式を変更することにより推計することが

できる（１）と（２）の額の合計である。これをまとめると、ま

ず、１台ごとに契約している単独契約分を、複数台をまとめて契

約する集約契約に変更し、さらに、この変更を含む随意契約分（３

３１台）を、競争入札により導入するという方法に変更した場合、

どの程度の効果が生ずるかという試算である（図３参照）。  

これらの二つの要素のほかにも、長期継続契約の導入などによ

り効果が生ずると考えられるが、ここでは、集約契約及び競争入

札という要素に限って効果額をみたものである。  

これにより、経費の低減効果額は平成１７年度実績を基準とし

て年間約３，７５４万円と推計できる。（表１１参照）  

この数値は、今回分析の対象とした電子複写機３８７台のモノ

クロ複写に係る平成 1７年度複写費用 1 億６，０８４万円の約２

３％に当たるものである。  
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   表 １１  経費低減効果額の推計額  

単 価 の
差（ ａ ）

契 約 変 更 前 の 複
写 枚 数 （ｂ ）  

効 果 額（ ａ ×ｂ ）
契 約 方 法の 変 更  

(円 ) (枚 ) (円 )

単 独 契 約 か ら 集 約 契 約 へ
の 変 更    （ 92 台 ）  

1.67 5,4 1 0 , 0 47  9 , 0 3 4 , 7 78

随 意 契 約 か ら 指 名 競 争 入
札 へ の 変更 （ 331 台 ）  

0.70 40, 7 3 3 , 10 2  2 8 , 5 1 3 , 17 1

計  37,547 , 94 9
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第４  監査委員の意見  

第３「経済性、効率性の観点からの導入に関する分析」において

検討したように、「設置箇所をまとめた集約契約の実施」及び「競

争入札の実施」の点において、複写業務のコスト削減に大きな効果

をあげることができることが明らかとなった。これらを踏まえ、次

の事項について、実施に向けた検討をされたい。  

   

１  電子複写機の導入に当たって目指すべき方向について  

   電 子複写機の導入に当たっては、平成１２年の「複数の業者によ

る競争入札又は見積競争を行うこと」、「部局等で、できるだけ台数

をまとめて契約するように努めること」等の契約室長通知により、

集約については多くの部局において実施されており、その効果をあ

げている。  

しかしながら、集約の方法については、事業の所管ごとに本庁の

業務所管課が一括して契約し、７区役所に設置するという方式をと

っているものもあるが、電子複写機を設置する建物が複数の場合で

あるより、集約単位を建物ごとにして一括契約を行う方法がより経

済的であることから、設置場所（所在地）に着目して集約すること

を検討すべきである。  

   集 約単位の見直しについては、本庁舎、区役所、その他の事業所

それぞれ建物単位で導入するよう抜本的に見直すことが効果的で

ある。  

さらに、契約に当たっては、随意契約ではなく競争入札により導

入することが、前述の結果のとおり、大きな経済的効果を生むこと

になる。  

また、集約契約を実施することにより、契約担当課の集約にもつ

ながり、契約事務量についても総体的に削減されるという効果があ

るとともに、電子複写機の導入契約に係る専門性が向上することか

ら、適正で経済的な契約事務の確保につながるという効果について

も期待できる。  

よって、これらの点については、電子複写機の導入に当たって目

指すべき方向として効果が大きいと考えられることから、全市的に

取り組む必要があると考える。  
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２  全市的に集約契約が実施されるまでの間の留意点について  

   集 約契約に当たっては、集約する事業所や地域など集約単位をど

のようにするかについて検討を要すること、また、予算の令達や支

出負担行為の方法など整理すべき事項があることから、全市的に集

約契約が導入されるまでの間は、当面、局や事業ごとなどで、従来

の集約単位を基本に契約を締結することになると考えられるが、こ

の場合においても、経済性等の観点から次の事項に留意し、電子複

写機の契約事務を行う必要がある。  

   

（ １）競争入札の実施について  

    現 在、随意契約により導入を行っている部門は、比較的小規模

の事業所で使用枚数の少ない部門が数多く含まれるが、台数が多

いことから、それぞれ競争入札を実施すれば、大きな効果がある

と考えられる。また、各部局で導入する場合において、その予定

価格が随意契約によることができる金額の場合であっても、競争

入札を排除するものではないことから、競争入札を実施すべきで

ある。  

 

（ ２）契約情報等を管理する支援組織の必要性について  

    電 子複写機の契約担当課においては、メーカーごとの機器の機

能・性能や代理店の所在など市内の関係業者の情報のほか、他部

局における導入状況や契約単価等の情報を収集・管理するなど、

契約に必要な事項についての情報の把握が不可欠である。  

導入に必要なこれらの情報を、契約担当課が契約のつど収集す

るのではなく、全市的に新たな契約方式が導入されるまでの間、

特定の部門が一元的に情報を収集・管理し、必要に応じ各契約担

当課に情報を提供する仕組みをつくるとともに、支援組織として

機能する役割を果たすことが、経済的な導入の面から有効である。 

   

３  全 市的な電子複写機導入の在り方を検討する体制について  

前 述のとおり、電子複写機の導入に当たって目指すべき方向は、

設 置 す る 建 物 単 位 で 契 約 を 一 本 化 す る 集 約 契 約 方 式 を 進 め る こ と

である。そのために整理すべき課題はあるが、この方式を全市的に

進めるため一元的に検討する体制が必要と考える。  
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４  その他の留意点  

（１）情報の保護に関する取扱いについて  

書類の複写においては、個人情報など保護すべき情報が多いこ

とから、これらの情報が機器の保守点検の際、外部に漏れたり、

不当に利用されたりすることのないよう配慮が必要である。  

導入時の仕様書作成の際、機器のリース期間が満了する時には、

保存された情報の消去を行うこと等、セキュリティ対策を行い、

契約書に情報の保護に関する定めを明記しておく必要がある。  

 

（ ２）本市環境施策との関係について  

本 市では、「市役所からはじまるエコオフィスへの挑戦」をテ

ーマとして、環境管理の国際規格である「ＩＳＯ１４００１」の

認証を取得し、この活動を市民、事業者へと拡大することにより、

「世界の環境首都」の実現を目指している。この方針に基づき、

ＯＡ機器の省エネルギー化に努めているが、電子複写機に装備さ

れる環境対応機能である、両面複写機能、低電力モードやオート

オフ機能などは、電子複写機の導入に当たっては十分活用すべき

ものである。  
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第５  むすび  

この監査は、電子複写機の導入及び利用の実態について、経済的、

効率的な事務の執行がなされているかという観点から行った。  

調査の結果、契約室の働きかけもあり、これまで多くの部局にお

いて経費節減の努力がなされていることが認められた。  

しかしながら、電子複写機が事務執行に当たっての必需品となっ

ている今日においては、日頃から複写枚数の削減は当然であるが、

電子複写機の導入に係る経済的、効率的な執行について更なる努力

が必要と考える。  

具体的には、前述のとおり、全市的に契約方式の在り方を見直し、

電 子 複 写 機 が 設 置 さ れ る 建 物 を 単 位 と し た 集 約 契 約 と 競 争 入 札 に

よる契約方式を全市的に導入すれば、経費削減に大きく寄与できる

ものと考えられる。また、これらの契約方式については、ファクシ

ミリなど他の事務機器にも適用できるものであると考えられる。  

今日、本市を取り巻く財政状況は極めて厳しいことから、経費削

減に向けた努力を一つひとつ積み重ねていくことが重要であり、こ

のことが本市の財政基盤の強化に寄与することは論を待たない。  

電子複写機の経済的、効率的な導入を図るため、全市的に更なる

取組を強化されることを期待する。
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参考資料 

 

調査票－１
年　　度 17
複写機№

契約課

単年度契約 

長期継続契約

（注１）各所属における当該機器の設置年月日
（注２）「賃貸借契約等」…売買契約（機器購入契約）以外の契約

トナー代込み
  [ コード番号＝０（非該当）、
１（該当）]

4

契約内容に関する
右記の項目につい
て、該当するコー
ド番号を記入して
ください。

保守点検料込み
  [ コード番号＝０（非該当）、
１（該当）]

コピー用紙代込み
  [ コード番号＝０（非該当）、
１（該当）]

随意契約（見積合せ） [ コード番号＝２ ]

指名競争入札  [ コード番号＝３ ]

3

契約方法につい
て、該当する契約
のコード番号を記
入してください。

随意契約（特命）  [ コード番号＝１ ]

賃貸借契約
等（注２）

 [ コード番号＝１ ]

 [ コード番号＝契約年数 ]

2

契約種類につい
て、該当する契約
のコード番号（長
期継続契約の場合
は契約年数）を記
入してください。

売買契約  [ コード番号＝０ ]

1

複写機契約に関す
る右記の項目につ
いて記入してくだ
さい。

契約業者

メーカー

機　　種

設置年月日（注１） 平成　　年　　月　　日

電子複写機契約実態調査

調    査    項    目 記入欄

 

32 



参考資料 

年　　度

複写機№

円

枚 ＠ 円

枚 未満 ＠ 円

枚 以上 枚 未満 ＠ 円

枚 以上 ＠ 円

枚 ＠ 円

枚 未満 ＠ 円

枚 以上 枚 未満 ＠ 円

枚 以上 ＠ 円

円

円

モノクロ 枚

カラー 枚

モノクロ 円

カラー 円

モノクロ 円

カラー 円

円

［コード番号＝１］

［コード番号＝２］

［コード番号＝３］

枚

円
8

コピー用紙代を含まない
契約の場合、右記の項目
について記入してくださ
い

平成１７年度の用紙購入枚数
＊すべてのサイズを合算してくださ
平成１７年度の用紙購入代金

＊すべてのサイズを合算してくださ

年間支払合計額

7
複写機使用に係る支出費
目について、該当する
コード番号を記入してく
ださい。

使用料及び賃借料

その他需用費

備品購入費

6

年間コピー使用枚数

年間支払金額
使用実績に関
する右記の項
目について記
入してくださ
い。

基本使用料金（税込）

保守点検料
（税込み）

（契約内容に含まれ
る場合は0円、含ま
れない場合は金額を
記入してくださ
い。）

1枚当たり平均単価

円

＊月間使用枚数に応じて単価設定が
　異なる場合は、右に設定内容を記
　入してください。
＊この場合も、年間のコピー枚数と
　単価を算出して記入してくださ
   い。

保守点検料
（税込み）

（契約内容に含まれ
る場合は0円、含ま
れない場合は金額を
記入してくださ
い。）

円

年間支払予定合計額

＊月間使用枚数に応じて単価設定が
　異なる場合は、右に設定内容を記
　入してください。
＊この場合も、年間のコピー枚数と
　単価を算出して記入してくださ
   い。

カラー（コピー枚数/単価）

電子複写機契約実態調査

調    査    項    目 記　入　欄

5

契約金額に関
する右記の項
目について年
間予定枚数及
び予定額を記
入してくださ
い。

基本使用料金（税込み）

モノクロ（コピー枚数/単価）

調査票－２
17

契約課
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参考資料 
調査票－３

年　　度 17

複写機№

契約課

モノクロ専用

カラー専用  

モノクロ・カラー兼用

ウォームアップタイム                       

ファーストコピータイム（モノクロ） 

ファーストコピータイム（カラー）  

ファックス機能            

ネットワークプリンター機能 

スキャナー機能            

ソーター      
※オプション機器に付随
する機能も含めてくださ
い。

ステープル   
※オプション機器に付随
する機能も含めてくださ
い。

パンチ         
※オプション機器に付随
する機能も含めてくださ
い。

両面コピー機能

低電力モード機能
（一定時間何も操作しないと、通
常よりも消費電力が低い状態にな
る機能）

オートオフ機能
（一定時間何も操作しないと電源
を切った状態になる機能）

「国際エネルギースタープログラ
ム」基準適合機器＊１

「エコマーク」認定機器＊２

「グリーン購入法」適合機器＊３

＊１･･･

＊２･･･

＊３･･･

「国際エネルギースタープログラム」は、地球環境問題を考え、エネルギー消費の低減性に優れ、かつ効
率的な使用を可能とする機器の開発・普及の促進を目的とした国際的な省エネルギー制度です。

「エコマーク」は、環境負荷が少ないなど環境保全に役立つと認められる商品につけられるマークです。

「国等による環境物品等の調達推進等に関する法律（グリーン購入法）」は、環境負荷の少ない持続可能
な社会を構築し、環境負荷の低減に役立つ物品・役務を推進・普及するための法律です。

環境配慮

  コード番号＝０（非適合）
　　　　　　  １（適合）

 コード番号＝０（認定無し）
                   １（認定有り）

  コード番号＝０（非適合）
　　　　　　  １（適合）

節電機能

 コード番号＝０（機能無し）
　　　　　　 １（機能有り・使用）
　　　　　　 ２（機能有り・未使用）

 コード番号＝０（機能無し）
　　　　　　 １（機能有り・使用）
　　　　　　 ２（機能有り・未使用）

 コード番号＝０（機能無し）
　　　　　　 １（機能有り・使用）
　　　　　　 ２（機能有り・未使用）

 コード番号＝０（機能無し）
　　　　　　 １（機能有り・使用）
　　　　　　 ２（機能有り・未使用）

 コード番号＝０（機能無し）
　　　　　　 １（機能有り・使用）
　　　　　　 ２（機能有り・未使用）

 コード番号＝０（機能無し）
　　　　　　 １（機能有り・使用）
　　　　　　 ２（機能有り・未使用）

 コード番号＝０（機能無し）
　　　　　　 １（機能有り・使用）
　　　　　　 ２（機能有り・未使用）

 コード番号＝０（機能無し）
　　　　　　 １（機能有り・使用）
　　　　　　 ２（機能有り・未使用）

 （秒以内）

 コード番号＝０（機能無し）
　　　　　　 １（機能有り・使用）
　　　　　　 ２（機能有り・未使用）

 （秒以内）

 （秒以内）

コピー速度（モノクロ） ＊Ａ４サイズの場合            （枚以上／分）

コピー速度（カラー） ＊Ａ４サイズの場合         　  （枚以上／分）

 [ コード番号＝１ ]

 [ コード番号＝２ ]

 [ コード番号＝３ ]

9

機能等に関
する右記の
項目につい
て記入して
ください。

最大原稿サイズ

最大コピーサイズ

複写倍率                                      （　％～　％） ～

使用機種につい
て、該当する
コード番号を記
入してくださ
い。

電子複写機契約実態調査

調    査    項    目 記入欄
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参考資料 

年度 17

契約課

10

複写
機№

カタログ
等の有無

設置場所（課）

局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部
局 部

局 部

調査票－４

電子複写機契約実態調査

複写機に関する下記の項目について記入してください（複写機№は調査票１～３に記入
の番号に合わせてください）。

使用している部署

1

2

3

4

5

課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課
課

課
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